
















その上で、 同判決は、 「審査委員会及び特別審査員会における審査は、

医療の専門家による書面審査を原則とするものであるが、 診療報酬の請求

に際して指定医療機関が提出している診療報酬請求書類の記載事項のみで

は当該診療内容の把握が困難で、 適切な審査をすることが困難であると認

められる場合には、 審査委員会及び特別審査委員会は、 都道府県知事ない

し厚生大臣の承認を得て、 診療担当者の出頭、 説明あるいは診療録等の提

出を求めることができる旨を定めた基金法ー四条の三第一項、 一四条の六

第二項の規定に従って診療内容を的確に把握するのが相当である。 もっと

も、 診療担当者の出頭、 説明、 診療録等の提出を求めることは、 審査委員

会及び特別審査委員会に当然に義務づけられるものではなく、 これらの方

法は、 審査委員会及び特別審査委員会がその裁量に基づいて適切に用いれ

ば足りるものではあるが、 同時に右の裁量権は適切に行使されなければな

らないことはいうまでもなく、 特に少なくとも、 特別審査委員会が、 その

裁量の枠内にあるものとして、 本件のごとく後記のような難しい問題を含

む救命のための治療に関する指定医療機関による診療報酬請求に対して減

点査定をした場合は、 右の審査連絡書、 増減点連絡書によって、 診療報酬

が何故減点査定されたのか、 どのような資料が不足しているために減点査

定されたのかが、 減点査定された指定医療機関にわかるように指摘し、 再

審査の機会に審査資料の補完が適切になされるよう配慮すべき義務がある

」と述べる。

工 このように、 原告が一般論の如く主張する「審査連絡書、 増減点連絡書

によって、 診療報酬が何故減点査定されたのか、 どのような資料が不足し

ているために減点査定されたのかが、 減点査定された指定医療機関にわか

るように指摘し、 再審査の機会に審査資料の補完が適切になされるよう配

慮すべき義務がある」のは、 あくまでも、 京都保健会中央病院事件のよう

な「難しい問題を含む救命のための治療に関する指定医療機関による診療
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